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告　　　　　示

　（２件）……………………………………………（障がい福祉課）２
○道路の区域の変更…………………………………（道路保全課）２
○道路の占用を制限する区域の指定………………（　　〃　　）３
○電線共同溝を整備すべき道路の指定……………（　　〃　　）３
　　　選挙管理委員会告示
○選挙権を有する者の総数の50分の１の数及び３
　分の１の数……………………………………………………………３
○選挙区における選挙権を有する者の総数の３分
　の１の数………………………………………………………………３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　告　　　示
○議決された予算の要領の公表…………………………（財政課）１
○指定障害児通所支援事業の廃止（３件）………（障がい福祉課）１
○指定自立支援医療機関（育成医療及び更生医療
　）の指定……………………………………………（　　〃　　）２
○指定自立支援医療機関（精神通院医療）の指定

宮崎県告示第 689号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第 219条第２項の規定により
、令和６年11月宮崎県議会定例会において議決された予算の要領を
別冊のとおり公表する。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 690号
　児童福祉法（昭和22年法律第 164号）第21条の５の20第４項の規
定により、指定障害児通所支援事業の廃止について次のとおり届出
があった。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

事 業 所
番 号

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 所

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 者 廃　止

年月日

事　業　等

の　種　類名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4550500112 児童療育サポート
センターぴこっと
西町

宮崎県小林市細野
 481番地

特定非営利活動法
人カラザ

宮崎県小林市水流
迫1084番地31

令和６年11月30日 保育所等訪問支
援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 691号
　児童福祉法（昭和22年法律第 164号）第21条の５の20第４項の規
定により、指定障害児通所支援事業の廃止について次のとおり届出
があった。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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事 業 所
番 号

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 所

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 者 廃　止

年月日

事　業　等

の　種　類名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4550500203 児童療育サポート
センターぴこっと

宮崎県小林市真方
 116番地５

特定非営利活動法
人カラザ

宮崎県小林市水流
迫1084番地31

令和６年11月30日 放課後等デイサ
ービス、保育所
等訪問支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 692号
　児童福祉法（昭和22年法律第 164号）第21条の５の20第４項の規
定により、指定障害児通所支援事業の廃止について次のとおり届出
があった。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

事 業 所
番 号

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 所

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 者 廃　止

年月日

事　業　等

の　種　類名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4550500153 学齢期療育相談・
支援事業所いーず

宮崎県小林市真方
 119番地１

特定非営利活動法
人カラザ

宮崎県小林市水流
迫1084番地31

令和６年11月30日 保育所等訪問支
援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 693号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、育成医療及び
更生医療を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　称 所在地 担当する医療
の種類

指　定
年月日

山下医院 国富町 腎臓 令和６年
12月１日

たかし薬局 延岡市 薬局 令和６年
12月１日

ファーマライズ薬局都城
店

都城市 薬局 令和６年
12月２日

トリム薬局都城店 都城市 薬局 令和６年
12月２日

みずほ薬局 延岡市 薬局 令和６年
12月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 694号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、精神通院医療
を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　称 所在地 担当する医療
の種類

指　定
年月日

医療法人九州千雅米田脳
神経外科

延岡市 精神通院医療 令和６年
４月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 695号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、精神通院医療
を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　称 所在地 担当する医療
の種類

指　定
年月日

山下医院 国富町 精神通院医療 令和６年
12月１日

さくら調剤薬局都城店 都城市 薬局 令和６年
12月１日

ファーマライズ薬局都城
店

都城市 薬局 令和６年
12月２日

トリム薬局都城店 都城市 薬局 令和６年
12月２日

みずほ薬局 延岡市 薬局 令和６年
12月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 696号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和６年12月16日から同年同月30日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

国道  268号 小林市野尻
町三ケ野山
字大脇前42
03番２地先
から同市同
町三ケ野山
字小坂4225
番２地先ま
で

旧  9.9～
11.9

 305.3

新 11.0～
14.6

 305.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 697号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第37条第１項の規定により、次
のとおり道路の占用を制限する区域を指定する。
　なお、関係図面は、令和６年12月16日から同年同月30日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　道路の種類及び路線名並びに占用を制限する区域

道路の種類 路線名 占用を制限する区域

国道  268号 小林市野尻町三ケ野山字大脇前4203番
２地先から同市同町三ケ野山字小坂42
25番２地先まで

２　制限の対象とする占用物件
　　新たに地上に設ける電柱（占用の制限の開始の期日より前に占
　用を認められた電柱の更新又は移設によるもの及び県が認めた仮
　設電柱を除く。）
３　占用を制限する理由
　　緊急輸送道路の占用を制限することにより、災害が発生した場
　合における被害の拡大を防止するため。
４　占用の制限の開始の期日
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 698号
　電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法律第39号）
第３条第１項の規定により、電線共同溝を整備すべき道路を次のと
おり指定する。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区　　　　　　　　間

国道  221号 小林市細野字杉ノ場 116番３地先から
同市細野字赤坂７番５地先まで

選挙管理委員会告示

宮崎県選挙管理委員会告示第60号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１
項に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の数並びに同法第
76条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教育行政の
組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号）第８条第１項
に規定する選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40
万を超え80万以下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の
１を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得
た数、その総数が80万を超える場合にあっては、その80万を超える
数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40
万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、令和６年12
月１日現在次のとおりである。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　茂　　　雄　二
　選挙権を有する者の総数の50分の１の数　　　　　　　17,556人
　選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え
80万以下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の１を乗じ
て得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、そ
の総数が80万を超える場合にあっては、その80万を超える数に８分
の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分
の１を乗じて得た数とを合算して得た数）　　　　　　 209,721人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県選挙管理委員会告示第61号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第80条第１項に規定する選挙
権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え80万以
下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の１を乗じて得た
数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その総数
が80万を超える場合にあっては、その80万を超える数に８分の１を
乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１を
乗じて得た数とを合算して得た数）は、令和６年12月１日現在次の
とおりである。
　　令和６年12月16日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　茂　　　雄　二
　宮崎市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 109,614人
　都城市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　44,317人
　延岡市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32,291人
　日南市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,748人
　小林市・西諸県郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　14,251人
　日向市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16,195人
　串間市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,622人
　西都市・西米良村選挙区　　　　　　　　　　　　　　 8,281人
　えびの市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,920人
　北諸県郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,783人
　東諸県郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,094人
　児湯郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,180人
　東臼杵郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,230人
　西臼杵郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,066人
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